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第一部【企業情報】 
 

第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第35期中 第36期中 第37期中 第35期 第36期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 130,207 132,484 134,669 262,246 265,309 

経常利益（百万円） 3,994 4,308 4,369 8,386 9,026 

中間（当期）純利益 
（百万円） 

2,321 2,520 2,562 4,887 5,302 

持分法を適用した場合の投資
利益（百万円） 

－ － － － － 

資本金（百万円） 1,041 3,776 3,776 3,776 3,776 

発行済株式総数（千株） 12,155 21,533 21,533 21,533 21,533 

純資産額（百万円） 41,558 53,364 57,871 50,978 56,104 

総資産額（百万円） 702,061 687,804 724,578 706,192 725,721 

１株当たり純資産額（円） 3,418.92 2,478.25 2,687.53 2,367.44 2,605.46 

１株当たり中間（当期）純利
益金額（円） 

192.78 117.06 119.01 262.05 246.23 

潜在株式調整後１株当たり中
間（当期）純利益金額（円） 

－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 15.00 18.00 22.00 25.00 40.00 

自己資本比率（％） 5.9 7.8 8.0 7.2 7.7 

営業活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

18,872 19,372 6,119 13,484 △6,014 

投資活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△460 △208 △669 △1,149 △602 

財務活動によるキャッシュ・
フロー（百万円） 

△23,852 △17,550 △6,690 △21,656 7,497 

現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高（百万円） 

20,744 18,476 16,503 16,862 17,743 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）
（人） 

482 
（108）

476 
（111）

494 
（119）

475 
（112）

479 
(115)

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．当社は持分法適用会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益の額については記載して

おりません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

５．当社は平成16年10月１日付で株式１株につき１．５株の分割を行っております。これに伴い第35期の１

株当たり当期純利益及び１株当たり配当額は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

   また、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の第35期中の１株当たりの指標を参
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考までに掲げると以下のとおりとなります。なお、当該数値については新日本監査法人の監査を受けて

おりません。 

 

回次 第35期中 

会計期間 

自平成16年
４月１日
至平成16年
９月30日

１株当たり純資産額（円） 2,279.28 

１株当たり中間純利益金額（円） 128.52 

潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額（円） 

－ 

１株当たり配当額（円） 10.00 
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２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 平成18年９月30日現在

事業区分 従業員数（人） 

賃貸事業  

営業貸付事業 309（ 75） 

その他の事業  

全社（共通） 185（ 44） 

合計 494（119） 

 （注）１．当社では事業区分ごとの経営組織体系を有しておらず、同一の従業員が複数の事業に従事しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（人材派遣会社からの派遣社員等）数は当中間会計期間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２【事業の状況】 
 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間期におけるわが国経済は、企業収益が高水準で推移する中、設備投資は引き続き増加しており個人消

費も緩やかに改善するなど、景気は着実に拡大しております。 

一方リース業界においては、前年をやや下回る状況が継続しており、ゼロ金利解除による金利上昇の影響や

リース会計基準見直しの試案が公表されたことによる影響等が懸念されております。 

 

このような事業環境の中で当社は、平成１８年度を初年度とする３ヶ年の中期計画を順調にスタートし、営

業面においても損益面においても前年を上回る着実な成長を遂げることができました。 

 

営業面では業界平均を上回り、賃貸事業における契約実行高（検収高）は、前年同期比11.3%増の1,059億28

百万円となりました。 

 

損益面では、契約実行高の増加やリース物件の売却売上が増加したことなどにより、売上高は前年同期比

1.6%増の1,346億69百万円となりました。経常利益は販売費及び一般管理費の削減により前年同期比1.4%増の

43億69百万円、中間純利益は前年同期比1.7%増の25億62百万円となりました。 

  

営業資産残高でも、契約実行高の増加等により前年同期末比で、賃貸資産残高は7.0%増の5,681億35百万円、

営業貸付金は11.6%増の998億4百万円、全体では7.6%増の6,679億40百万円となりました。 

 

資金調達面では安定的な資金調達と資金コストの低減を基本方針としており、金融情勢の変動に柔軟に対応

可能な調達構成を基本方針としております。 

当中間期は、日銀の金融政策を受けて金利環境も大きく変動しましたが、資金調達環境は非常に安定してい

たため、資金需要に対しては引き続き調達コストが低廉なＣＰ及び短期借入金で対応しました。 

 

 事業区分ごとの業績は次のとおりであります。 

 

① 賃貸事業 

     契約実行高（検収高）が増加していることから、賃貸料収入は前年同期比1.2%増の1,240億37百万円と

なったものの、資金原価控除後の売上総利益は資金原価の増加により前年同期比2.3%減の71億15百万円とな

りました。なお、賃貸資産残高は前年同期比7.0%増の5,681億35百万円となりました。 

 

② 営業貸付事業 

 営業貸付収益は前年同期比9.5%減の8億89百万円となり、資金原価控除後の売上総利益は前年同期比8.9%

減の7億55百万円となりました。なお、営業貸付残高は、割賦債権が減少したものの短期の貸付残高が増加

したため、全体では前年同期比11.6％増の998億4百万円となりました。 

 

③ その他の事業 

その他の事業における売上高はリース物件の売却売上が増加したことなどにより前年同期比8.5%増の97億

42百万円となり、資金原価控除後の売上総利益は前年同期比2.1%増の15億56百万円となりました。 

 

(2）キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期比132億53百万円支出が増加し、61億19百万円となりまし

た。 

 これは主として営業貸付事業の取扱が増加したためであります。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期比4億60百万円支出が増加し、△6億69百万円となりました。 

 これは業務効率化としての新営業システム開発に伴うソフトウエアの購入やセキュリティ強化など社用資

産の取得による支出が増加したためであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローの前年同期比減少分を借入金

でまかなった結果、前年同期比108億60百万円増加し、純増減は△66億90百万円となりました。 

  

以上の結果、現金及び現金同等物は前年同期末より19億73百万円減少し、165億3百万円となりました。 
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２【営業取引の状況】 

(1)契約実行高 

 当中間会計期間における契約実行実績を事業区分ごとに示すと次のとおりであります。 

事業区分 契約実行高（百万円） 前年同期比（％）

情報・事務用機器 88,800 112.3 

産業・土木・建設機械 4,037 95.3 

その他 12,149 110.1 

所有権移転外ファイナンス・リース計 104,987 111.3 

オペレーティング・リース計 940 110.3 

賃貸事業 

賃貸事業計 105,928 111.3 

営業貸付事業 115,106 104.1 

その他の事業 2,095 107.3 

合計 223,129 107.4 

 （注） 賃貸事業については、当中間会計期間に取得した資産の購入金額を表示しております。 

 

(2)営業資産残高 

 中間会計期間における営業資産残高を事業区分ごとに示すと次のとおりであります。 

前中間会計期間 当中間会計期間 

事業区分 
中間期末残高
（百万円） 

構成比
（％） 

中間期末残高 
（百万円） 

構成比
（％） 

情報・事務用機器 448,069 72.2 476,378 71.3 

産業・土木・建設機械 28,677 4.6 29,586 4.4 

その他 49,518 8.0 56,073 8.4 

所有権移転外ファイナンス・リース計 526,265 84.8 562,038 84.1 

オペレーティング・リース計 4,827 0.8 6,096 0.9 

賃貸事業 

賃貸事業計 531,093 85.6 568,135 85.1 

営業貸付事業 89,395 14.4 99,804 14.9 

合計 620,488 100.0 667,940 100.0 

 

①所有権移転外ファイナンス・リース取引 

ａ リース物件の取得価額、減価償却累計額 

前中間会計期間（百万円） 当中間会計期間（百万円） 
 

取得価額 減価償却累計額 取得価額 減価償却累計額

情報・事務用機器 1,103,239 655,170 1,098,546 622,167 

産業・土木・建設機械 72,421 43,743 73,268 43,682 

 その他 79,941 30,422 91,835 35,762 

 所有権移転外ファイナンス・リース計 1,255,601 729,336 1,263,650 701,611 
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ｂ 未経過リース料中間期末残高相当期日別内訳 

 

 １年以内 ２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内 ５年超 合計 

前中間会計期間 
（百万円） 

193,632 150,290 103,613 60,983 24,377 12,780 545,676

当中間会計期間 
（百万円） 

197,481 155,094 110,525 67,206 27,801 14,598 572,707

 

② 割賦債権残高期日別内訳 

 

 １年以内 ２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内 ５年超 合計 

前中間会計期間 
（百万円） 

3,076 3,661 6,851 6,284 5,758 1,900 27,532

当中間会計期間 
（百万円） 

1,629 4,358 5,233 5,937 4,292 3,178 24,629

 

 

(3)営業実績 

 ① 前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 

事業区分 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

賃貸事業 122,524 113,350 9,173 1,892 7,281 

営業貸付事業 983 1 981 151 829 

その他の事業 8,977 7,449 1,528 3 1,524 

合計 132,484 120,801 11,683 2,047 9,635 

 

 ② 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 

事業区分 
売上高 
（百万円） 

売上原価 
（百万円） 

差引利益 
（百万円） 

資金原価 
（百万円） 

売上総利益 
（百万円） 

賃貸事業 124,037 114,849 9,187 2,072 7,115 

営業貸付事業 889 1 888 132 755 

その他の事業 9,742 8,181 1,560 4 1,556 

合計 134,669 123,033 11,636 2,208 9,427 
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３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 
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第３【設備の状況】 
 

１【賃貸資産】 

(1）設備投資等の概要 

 当中間会計期間における賃貸資産設備投資（無形固定資産・長期前払費用を含む）の内訳は、次のとおりで

あります。 

区分 取得価額（百万円） 構成比（％） 

情報・事務用機器 88,800 83.8 

産業・土木・建設機械 4,037 3.8 

その他 12,149 11.5 

所有権移転外ファイナン
ス・リース資産 

計 104,987 99.1 

オペレーティング・リース資産 940 0.9 

合計 105,928 100.0 

 

 なお、当中間会計期間において、賃貸取引の終了等により、次の資産を売却・除却いたしました。その内訳

は次のとおりであります。 

区分 帳簿価額（百万円）  

情報・事務用機器 5,191  

産業・土木・建設機械 176  

その他 762  

所有権移転外ファイナン
ス・リース資産 

計 6,130  

オペレーティング・リース資産 2  

合計 6,133  

 

(2）主要な設備の状況 

 当社における賃貸資産の内訳は、次のとおりであります。 

区分 帳簿価額（百万円） 構成比（％） 

情報・事務用機器 476,378 83.8 

産業・土木・建設機械 29,586 5.2 

その他 56,073 9.9 

所有権移転外ファイナン
ス・リース資産 

計 562,038 98.9 

オペレーティング・リース資産 6,096 1.1 

合計 568,135 100.0 

 

(3）設備の新設、除去等の計画 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除去等について、重要な変更はあり

ません。なお、取引先の意向に基づいて賃貸契約が終了した資産につきましては随時除却を行っております。 
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２【社用資産】 

(1)設備投資等の概要 

 特記すべき事項はありません。 

 

(2)主要な設備の状況 

    当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(3)設備の新設、除去等の計画 

 特記すべき事項はありません。 
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第４【提出会社の状況】 
 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 86,000,000 

計 86,000,000 

 

②【発行済株式】 

種類 
中間会計期間末現在
発行数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年11月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 21,533,400 21,533,400 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 21,533,400 21,533,400 － － 

 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

－ 21,533 － 3,776 － 4,648 
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 (4)【大株主の状況】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電気株式会社 東京都港区芝５-７-１ 8,110 37.66 

住商リース株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４-５-33 4,310 20.02 

三井住友銀リース株式会社 東京都港区西新橋３-９-４ 1,080 5.02 

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行カストデイ業務
部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB.UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内２-７-１） 

888 4.12 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２-11-３ 680 3.16 

日本トラスティ・サービス  
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１-８-11 545 2.53 

モルガン・スタンレー アンド
カンパニー インク 
（常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社証券管理本
部 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 
10036,U.S.A 
（東京都渋谷区恵比寿４-20-３） 

329 1.53 

資産管理サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１-８-12 269 1.25 

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
（東京都港区六本木６-10-１） 

237 1.11 

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４-５-33 215 1.00 

計 － 16,664 77.39 

（注）上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 680千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 545千株

資産管理サービス信託銀行株式会社 269千株

住友信託銀行株式会社 15千株

 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        100 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 21,532,800 215,328 － 

単元未満株式 普通株式        500 － － 

発行済株式総数 21,533,400 － － 

総株主の議決権 － 215,328 － 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式50株が含まれております。 
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②【自己株式等】 

   平成18年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ＮＥＣリース株式会社 
東京都港区芝五丁目
29番11号 

100 － 100 0.00 

計 － 100 － 100 0.00 

 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,885 2,790 2,705 2,545 2,430 2,480 

最低（円） 2,635 2,555 2,425 2,200 2,230 2,350 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５【経理の状況】 
 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監

査法人により中間監査を受けております。 

 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   18,325 16,381  17,555

２．受取手形 ※1,6  47 59  35

３．割賦債権 ※1  27,532 24,629  24,884

４．営業貸付金 ※1  61,862 75,175  65,258

５．賃貸料等未収入
金 

  25,226 27,163  24,365

６．その他   3,567 3,483  4,326

７．貸倒引当金   △1,797 △1,468  △1,189

流動資産合計   134,764 19.6 145,423 20.1  135,236 18.6

Ⅱ 固定資産    

(1)有形固定資産 ※2   

(ア)賃貸資産    

１．リース資産   372,842 388,271  393,826

２．リース資産 
前渡金 

  12,376 739  1,894

３．営業資産処
分損引当金 

  △2,315 △1,959  △1,948

賃貸資産合計   382,904 387,052  393,773

(イ)社用資産   630 528  532

有形固定資産 
合計 

  383,535 55.8 387,581 53.4  394,306 54.3

(2)無形固定資産    

（ア）賃貸資産   154,768 175,814  179,771

(イ)その他の無形 
固定資産 

  2,915 3,686  2,790

無形固定資産 
合計 

  157,684 22.9 179,501 24.8  182,562 25.2

(3)投資その他の資産    

１．投資その他の 
資産 

  14,074 13,804  15,329

２．貸倒引当金   △2,254 △1,732  △1,712

投資その他の 
資産合計 

  11,819 1.7 12,071 1.7  13,617 1.9

固定資産合計   553,039 80.4 579,154 79.9  590,485 81.4

資産合計   687,804 100.0 724,578 100.0  725,721 100.0
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形 ※6  1,729 1,852  1,562

２．買掛金   5,995 20,761  18,287

３．短期借入金 ※3  10,480 20,000  10,000

４．１年以内返済予
定長期借入金 

※3  79,190 82,198  81,373

５．コマーシャル
ペーパー 

  132,000 169,000  172,000

６．１年以内償還予
定社債 

  15,000 33,000  33,000

７．1年以内支払予定
債権流動化に伴
う支払債務 

※4  9,762 3,579  5,913

８．未払法人税等   2,032 2,148  2,279

９．その他 ※5  17,893 16,402  14,912

流動負債合計   274,084 39.8 348,943 48.2  339,327 46.8

Ⅱ 固定負債    

１．社債   70,000 37,000  37,000

２．長期借入金 ※3  284,231 278,708  289,070

３．債権流動化に伴
う支払債務 

※4  3,604 -  1,347

４．退職給付引当金   769 664  669

５．その他   1,750 1,391  2,203

固定負債合計   360,355 52.4 317,763 43.8  330,289 45.5

負債合計   634,439 92.2 666,707 92.0  669,617 92.3
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前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   3,776 0.6 - -  3,776 0.5

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  4,648 - 4,648 

資本剰余金合計   4,648 0.7 - -  4,648 0.6

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  71 - 71 

２．任意積立金  40,990 - 40,990 

３．中間（当期）未処
分利益 

 3,179 - 5,573 

利益剰余金合計   44,241 6.4  - -  46,635 6.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

  698 0.1 - -  1,044 0.2

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0 - -  △0 △0.0

資本合計   53,364 7.8 - -  56,104 7.7

負債・資本合計   687,804 100.0 - -  725,721 100.0

    

（純資産の部）    

Ⅰ．株 主 資 本    

１．資本金   - - 3,776 0.5  - -

２．資本剰余金    

(1)資本準備金  - 4,648 - 

資本剰余金合計   - - 4,648 0.7  - -

３．利益剰余金    

(1)利益準備金  - 71 - 

(2)その他利益 
剰余金 

 - 48,652 - 

  別途積立金  - 44,990 - 

  繰越利益剰余金  - 3,662 - 

利益剰余金合計   - -  48,724 6.7  - -

４．自己株式   - - △0 △0.0  - -

株主資本合計   - - 57,148 7.9  - -

Ⅱ．評価・換算差額等    

１．その他有価証券 
評価差額金 

  - - 877 0.1  - -

２．繰延ヘッジ損益   - - △154 △0.0  - -

評価・換算差額等 
合計 

  - - 722 0.1  - -

純資産合計   - - 57,871 8.0  - -

負債・純資産合計   - - 724,578 100.0  - -

    



 18

②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   132,484 100.0 134,669 100.0  265,309 100.0

Ⅱ 売上原価   122,849 92.7 125,242 93.0  245,969 92.7

売上総利益   9,635 7.3 9,427 7.0  19,339 7.3

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

  5,319 4.0 5,070 3.8  10,291 3.9

営業利益   4,316 3.3 4,357 3.2  9,048 3.4

Ⅳ 営業外収益 ※1  20 0.0 40 0.0  34 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※2  28 0.0 27 0.0  56 0.0

経常利益   4,308 3.3 4,369 3.2  9,026 3.4

税引前中間 
（当期）純利益 

  4,308  3.3 4,369  3.2  9,026 3.4

法人税、住民税 
及び事業税 

 1,852 1,484 4,210 

法人税等調整額  △65 1,787 1.4 323 1,807 1.3 △486 3,724 1.4

中間（当期） 
純利益 

  2,520 1.9 2,562 1.9  5,302 2.0

前期繰越利益   658 -  658

中間配当額   - -  387

中間（当期） 
未処分利益 

  3,179 -  5,573
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③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成 18 年４月１日 至平成 18 年９月 30 日）                            （単位：百万円） 

株主資本 

資本 

剰余金 
利益剰余金 

その他 

利益剰余金 

 

資本金 
資本 

準備金 

利益 

準備金 別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益 

剰余金 

合計 

自己 

株式 

株主資本 

合計 

    

平成 18 年３月 31 日残高 3,776 4,648 71 40,990 5,573 46,635 △0 55,059

    

中間会計期間中の変動額    

    

別途積立金の積立て  4,000 △4,000 -  -

（注）    

    

剰余金の配当  △473 △473  △473

（注）    

    

中間純利益  2,562 2,562  2,562

    

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

   

    

中間会計期間中の 

変動額合計 
- - - 4,000 △1,911 2,088 - 2,088

    

平成 18 年９月 30 日残高 3,776 4,648 71 44,990 3,662 48,724 △0 57,148

 

評価・換算差額等  

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 

損益 

評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

  

平成 18 年３月 31 日残高 1,044 - 1,044 56,104 

  

中間会計期間中の変動額  

  

別途積立金の積立て - 

（注）  

  

剰余金の配当 △473 

（注）  

  

中間純利益 2,562 

  

  株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

△166 △154 △321 △321 

  

中間会計期間中の 

変動額合計 
△166 △154 △321 1,767 

  

平成 18 年９月 30 日残高 877 △154 722 57,871 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ  営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）純利益  4,308 4,369 9,026 

減価償却費  107,289 109,082 215,943 

営業資産処分損引当金の 
増減額（減少：△） 

 52 △13 △515 

貸倒引当金の増減額    
（減少：△） 

 377 299 △773 

退職給付引当金の増減額  
（減少：△） 

 △113 △5 △214 

役員退職慰労引当金の   
増減額（減少：△） 

 △10 - △10 

賃貸資産処分損益  2,797 2,810 5,364 

受取利息及び受取配当金  △14 △15 △24 

支払利息及び資金原価  2,065 2,229 3,935 

賃貸資産の取得による支出  △101,672 △103,557 △241,706 

賃貸資産の売却による収入  2,684 3,411 6,329 

割賦債権の増減額 
（増加：△） 

 3,011 255 5,659 

営業貸付金の増減額    
（増加：△） 

 4,101 △9,917 705 

売上債権の増減額     
（増加：△） 

 △148 △2,873 428 

仕入債務の増減額     
（減少：△） 

 △1,249 676 △624 

未払消費税の増減額    
（減少：△） 

 1,129 1,947 △1,447 

その他  △662 1,289 482 

小計  23,944 9,990 2,558 

利息及び配当金の受取額  14 15 24 

利息の支払額  △2,106 △2,261 △4,005 

法人税等の支払額  △2,480 △1,625 △4,591 

営 業 活 動 に よる キ ャ ッ
シュ・フロー 

 19,372 6,119 △6,014 
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前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ  投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

社用資産の取得による支出  △176 △516 △417 

投資有価証券の取得による 
支出 

 - △153 △156 

その他投資の増減額 
（増加：△） 

 △31 0 △28 

投 資 活 動 に よる キャッ
シュ・フロー 

 △208 △669 △602 

Ⅲ  財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入金の純増減額   
（純減少：△） 

 △11,200 10,000 △11,680 

コマーシャルペーパーの 
純増減額（純減少：△） 

 2,000 △3,000 42,000 

長期借入による収入  39,386 27,803 88,406 

長期借入金の返済による 
支出 

 △38,565 △37,339 △80,563 

債権流動化の償還による 
支出 

 △8,848 △3,680 △14,955 

社債の償還による支出  - - △15,000 

配当金の支払額  △322 △473 △710 

財 務 活 動 に よる キ ャ ッ
シュ・フロー 

 △17,550 △6,690 7,497 

Ⅳ 現金及び現金同等物の   
増減額（減少：△） 

 1,613 △1,240 880 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 16,862 17,743 16,862 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末（期末）残高 

 18,476 16,503 17,743 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1)有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用し

ております。 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの  

移動平均法による原価法 同左 同左 

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

 時価法 同左 同左 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1)有形固定資産 

ａ 賃貸資産 ａ 賃貸資産 ａ 賃貸資産 

リース資産 同左 同左 

リース期間を償却年数

とし、リース期間満了時

の処分見積価額を残存価

額とする定額法 

  

ｂ 社用資産 ｂ 社用資産 ｂ 社用資産 

定率法 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

器具備品  ５～６年

同左 同左 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2)無形固定資産 

ａ 賃貸資産 ａ 賃貸資産 ａ 賃貸資産 

リース期間を償却年数

とし、リース期間満了時

の処分見積価額を残存価

額とする定額法 

同左 同左 

ｂ その他の無形固定資産 ｂ その他の無形固定資産 ｂ その他の無形固定資産 

２．固定資産の減価償却の方

法 

定額法 

なお、自社利用のソフ

トウエアについては社内

における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 ３．引当金の計上基準 

債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 同左 

 (2）営業資産処分損引当金 (2)営業資産処分損引当金 (2)営業資産処分損引当金 

 倒産などによる資産の処

分損失に備えるため、貸倒

引当金に準じ、一般債権に

対応する営業資産について

は損失実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に対

応する営業資産については

個別に回収可能性を勘案

し、その損失見積額を計上

しております。 

同左 同左 

 (3）退職給付引当金 (3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込み額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

数理計算上の差異につい

てはその発生時の翌事業年

度に、過去勤務債務につい

ては、発生事業年度にそれ

ぞれ全額一括して費用処理

しております。 

同左 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込み

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については

その発生時の翌事業年度に、過

去勤務債務については、発生事

業年度にそれぞれ全額一括して

費用処理しております。 

 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によってお

ります。 

同左 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金等の有

利子負債 

同左 同左 

(3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

 当社の主たる営業資産は

リース取引を中心とした固定

金利での資産であるのに対

し、調達は主に変動金利での

借入であるため、現在及び将

来の獲得利鞘が変動するリス

クをヘッジするためにデリバ

ティブ取引を利用しておりま

す。 

同左 同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

５．ヘッジ会計の方法 

 ヘッジの開始時点から有効

性判定時点までの期間におけ

る、ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動累計額と、

ヘッジ手段のキャッシュ・フ

ロー変動累計額を計算し、両

者の比率が一定範囲付近にあ

ることを検証することで、

ヘッジの有効性を評価してお

ります。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金

同等物）は手許現金、随時引

き出し可能な預金、預け金及

び容易に換金可能で、且つ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限が到来

する短期投資からなっており

ます。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1)営業貸付債権の計上方法 (1) 営業貸付債権の計上方法 (1) 営業貸付債権の計上方法 

営業目的の金融収益を得る

為に実行する貸付金、ファク

タリング等を計上しておりま

す。なお、当該金融収益は

「売上高」に計上しておりま

す。 

同左 同左 

(2)消費税等の会計処理について (2)消費税等の会計処理について (2)消費税等の会計処理について

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

税抜方式によっておりま

す。 

同左 同左 

 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

 

      

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、58,026百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ リース・割賦販売契約等に基づく 

預り手形 

※１ リース・割賦販売契約等に基づく 

預り手形 

※１ リース・割賦販売契約等に基づく 

預り手形 
 

（百万円） 

リース契約に基づく預り手形 804 

割賦販売契約に基づく預り手形 1,196 

金銭消費貸借契約に基づく預り手形 2,807 

計 4,809 
  

 
（百万円）

リース契約に基づく預り手形 977

割賦販売契約に基づく預り手形 1,330

金銭消費貸借契約に基づく預り手形 4,070

計 6,378
  

 
（百万円）

リース契約に基づく預り手形 714

割賦販売契約に基づく預り手形 1,294

金銭消費貸借契約に基づく預り手形 3,216

計 5,225
  

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 
 

 （百万円） 

賃貸資産の減価償却累計額 551,052 

社用資産の減価償却累計額   2,442 
  

 
 （百万円）

賃貸資産の減価償却累計額 513,699

社用資産の減価償却累計額   2,597
  

 
 （百万円）

賃貸資産の減価償却累計額 568,992

社用資産の減価償却累計額 2,336
  

※３  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため30金融機関と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

※３  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため30金融機関と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づ

く当中間会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

※３  当社は、運転資金の効率的な調達

を行うため34金融機関と当座貸越契

約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づ

く当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 
 
 （百万円） 

当座貸越限度額及び貸出コ
ミットメントの総額 

173,870 

借入実行残高 10,480 

差引額 163,390 
  

 
 （百万円）

当座貸越限度額及び貸出コ
ミットメントの総額 

183,400

借入実行残高 20,000

差引額 163,400
  

 
 （百万円）

当座貸越限度額及び貸出コ
ミットメントの総額 

156,070

借入実行残高 21,680

差引額 134,390
  

※４  債権流動化に伴う支払債務は、

「特定債権等に係る事業の規制に関

する法律」ならびに「特定目的会社

による特定資産の流動化に関する法

律」に基づく資金調達額でありま

す。なお、この法律に基づき譲渡し

たリース契約債権残高は次のとおり

であります。 

※４  債権流動化に伴う支払債務は、

「特定債権等に係る事業の規制に関

する法律」に基づく資金調達額であ

ります。なお、この法律に基づき譲

渡したリース契約債権残高は次のと

おりであります。 

※４  債権流動化に伴う支払債務は、

「特定債権等に係る事業の規制に関

する法律」ならびに「特定目的会社

による特定資産の流動化に関する法

律」に基づく資金調達額でありま

す。なお、この法律に基づき譲渡し

たリース契約債権残高は次のとおり

であります。 
 
リース契約債権残高 19,344百万円 

  

 
リース契約債権残高 6,096百万円

  

 
リース契約債権残高 30,800百万円

  

※５ 消費税等の取扱い ※５ 消費税等の取扱い  

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債のその他に含

めて表示しております。 

同左    

 ※６ 中間会計期間末日満期手形  

   当中間会計期間末日は金融機関の

休日でしたが、同日を満期日とする

手形については決済が行われたもの

として処理しており、その金額は次

のとおりであります。 

受取手形      4百万円 

支払手形    378百万円 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 
 
 （百万円） 

受取配当金 14 
  

 
 （百万円）

受取配当金 15
  

 
 （百万円）

受取配当金 24
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 
 

 （百万円） 

支払利息 18 
  

 
 （百万円）

支払利息 20
  

 
 （百万円）

支払利息 35
  

３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 ３ 減価償却実施額 
 
 （百万円） 

有形固定資産 75,979 

無形固定資産 31,310 
  

 
 （百万円）

有形固定資産 75,375

無形固定資産 33,706
  

 
 （百万円）

有形固定資産 154,278

無形固定資産 59,816
  

（注）減価償却費には少額減価償却資産及

び一括償却資産の償却額を含めており

ます。 

（注）減価償却費には少額減価償却資産及び

一括償却資産の償却額を含めておりま

す。 

（注）減価償却費には少額減価償却資産及び

一括償却資産の償却額を含めておりま

す。 

 

 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 前事業年度末 

株式数（千株） 

当中間会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間会計期間末 

株式数（千株） 

発行済株式    

 普通株式 21,533 － － 21,533

   合計 21,533 － － 21,533

自己株式   

 普通株式 0 － － 0

   合計 0 － － 0
 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

３ 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 473 22 平成18年３月31日 平成18年６月22日

 

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年10月25日 

取締役会 
普通株式 473 利益剰余金 22 平成18年９月30日 平成18年11月30日
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 
（平成17年９月30日現在） 

 （百万円） 

現金及び預金勘定 18,325 

その他勘定（流動資産） 150 

現金及び現金同等物 18,476 

  

 
（平成18年９月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 16,381

その他勘定（流動資産） 121

現金及び現金同等物 16,503

  

 
（平成18年３月31日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 17,555

その他勘定（流動資産） 188

現金及び現金同等物 17,743

  
（注） その他勘定（流動資産）はCMSによる

日本電気株式会社への預け金でありま

す。 

（注） その他勘定（流動資産）はCMSによ

る日本電気株式会社への預け金であり

ます。 

（注） その他勘定（流動資産）はCMSによる

日本電気株式会社への預け金でありま

す。 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 （無形固定資産を含む） 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  車両及び運搬具  器具備品  計  

 取得価額相当額 20百万円  328百万円  349百万円  

 減価償却累計額相当額 12百万円  145百万円  158百万円  

 中間期末残高相当額 8百万円  182百万円  191百万円  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額       

 １年以内 4百万円 80百万円 84百万円  

 １年超 5百万円 107百万円 113百万円  

 合計 10百万円 188百万円 198百万円  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 3百万円 43百万円 46百万円  

 減価償却費相当額 2百万円 40百万円 42百万円  

 支払利息相当額 1百万円 3百万円 4百万円  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によっております。

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び中間期末残高 

  リース資産  

 取得価額 1,255,601百万円  

 減価償却累計額 729,336百万円  

 中間期末残高 526,265百万円  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額   

 １年以内 193,632百万円  

 １年超 352,043百万円  

 合計 545,676百万円  

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 114,879百万円  

 減価償却費 85,333百万円  

 受取利息相当額 8,545百万円  

(4）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  10百万円  17百万円  27百万円  

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  2百万円  －  2百万円  
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当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 （無形固定資産を含む） 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  車両及び運搬具  器具備品  計  

 取得価額相当額 18百万円  328百万円  347百万円  

 減価償却累計額相当額 13百万円  225百万円  239百万円  

 中間期末残高相当額 4百万円  102百万円  107百万円  

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額       

 １年以内 2百万円 47百万円 50百万円  

 １年超 3百万円 59百万円 63百万円  

 合計 5百万円 107百万円 113百万円  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 2百万円 43百万円 45百万円  

 減価償却費相当額 1百万円 40百万円 41百万円  

 支払利息相当額 0百万円 2百万円 3百万円  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によっております。

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び中間期末残高 

  リース資産  

 取得価額 1,263,650百万円  

 減価償却累計額 701,611百万円  

 中間期末残高 562,038百万円  

(2)未経過リース料中間期末残高相当額   

 １年以内 197,481百万円  

 １年超 375,225百万円  

 合計 572,707百万円  

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 116,229百万円  

 減価償却費 84,262百万円  

 受取利息相当額 8,577百万円  

(4）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  16百万円  40百万円  56百万円  

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  13百万円  －  13百万円  
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前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 （無形固定資産を含む） 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  車両及び運搬具  器具備品  計  

 取得価額相当額 18百万円  328百万円  347百万円  

 減価償却累計額相当額 12百万円  185百万円  197百万円  

 期末残高相当額 6百万円  142百万円  149百万円  

(2) 未経過リース料期末残高相当額       

 １年以内 3百万円 67百万円 71百万円  

 １年超 4百万円 80百万円 84百万円  

 合計 7百万円 148百万円 156百万円  

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

 支払リース料 6百万円 86百万円 92百万円  

 減価償却費相当額 4百万円 80百万円 84百万円  

 支払利息相当額 2百万円 6百万円 8百万円  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法によっております。

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

(1) リース物件の取得価額、減価償却累計額、減損損失累計額及び期末残高 

  リース資産  

 取得価額 1,285,860百万円  

 減価償却累計額 712,962百万円  

 期末残高 572,898百万円  

(2)未経過リース料期末残高相当額   

 １年以内 200,468百万円  

 １年超 382,963百万円  

 合計 583,432百万円  

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

 受取リース料 231,092百万円  

 減価償却費 177,032百万円  

 受取利息相当額 17,103百万円  

(4）利息相当額の算定方法 

 利息相当額の各期への配分方法については、利息法によっております。 

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損失はありません。 

オペレーティング・リース取引 

１ 借手側（当社が借手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  15百万円  27百万円  42百万円  

２ 貸手側（当社が貸手となっているリース取引） 

 未経過リース料 １年以内  １年超  合計  

  3百万円  －  3百万円  
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（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 901 2,075 1,174 

合計 901 2,075 1,174 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

34 

 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 889 2,362 1,473 

合計 889 2,362 1,473 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

118 

その他 220 

 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 901 2,656 1,754 

合計 901 2,656 1,754 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

90 

その他 98 
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（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

全てのデリバティブ取引についてヘッジ会計が適用されているため記載を省略しております。 

 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

全てのデリバティブ取引についてヘッジ会計が適用されているため記載を省略しております。 

 

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

全てのデリバティブ取引についてヘッジ会計が適用されているため記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 

１株当たり純資産額 2,478.25円  

１株当たり中間純利益
金額 

117.06円  

  

 

１株当たり純資産額 2,687.53円

１株当たり中間純利益
金額 

119.01円

  

 

１株当たり純資産額 2,605.46円

１株当たり当期純利益
金額 

246.23円

  
なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成16年10月１日付で株

式１株につき1.5株の分割を行って

おります。当該株式分割が前期首に

行なわれたと仮定した場合の前中間

会計期間における1株当たり情報

は、以下の通りとなります。 

１株当たり純資産額 2,279.28円 

１株当たり中間純利
益金額 

128.52円 
 

  

 

  

 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 2,520 2,562 5,302 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) （－） 

普通株式に係る中間（当期）純利益 
（百万円） 

2,520 2,562 5,302 

期中平均株式数（千株） 21,533 21,533 21,533 
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（重要な後発事象） 

 

     該当事項はありません。 

 

 

 (2)【その他】 

平成18年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ)中間配当による配当金の総額…………………473百万円 

(ロ)１株当たりの金額………………………………22円00銭 

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払い開始日……平成18年11月30日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿に記載された株主に対し、支払いを行います。 
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第６【提出会社の参考情報】 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （１）有価証券報告書及びその添付書類 

    事業年度（第36期） （自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年６月29日 関東財務局

長に提出 

 

 （２）発行登録書（普通社債）及びその添付書類 

    平成18年９月26日 関東財務局長に提出 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
 

 該当事項はありません。 

 

 

 

 

 



独立監査人の中間監査報告書 
 

平成 17 年 12 月 13 日 

NEC リース株式会社 

取締役会 御中 

 

                        新日本監査法人 

 

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 甲良 好夫  印

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 吉村 貞彦  印

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 浜田 正継  印

 

当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているNECリース株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月 31日までの第 36期事

業年度の中間会計期間（平成 17 年４月１日から平成 17 年 9 月 30 日まで）に係る中間財務諸表、

すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、

当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間

監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われてい

る。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸

表の作成基準に準拠して、NEC リース株式会社の平成 17 年９月 30 日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間会計期間（平成 17 年４月１日から平成 17 年９月 30 日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。 

 

以  上 
 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

 



 

独立監査人の中間監査報告書 

  
  

    平成１８年１１月２９日

ＮＥＣリース株式会社     

  

  取締役会 御中   

  

  新日本監査法人   

  

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 中山 清美  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 内藤 哲哉  印 

  
  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲

げられているＮＥＣリース株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第３７期事業年

度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準

は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中

間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われて

いる。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務

諸表の作成基準に準拠して、ＮＥＣリース株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。 
 

以  上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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